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令和３年度普通交付税の１２月追加交付について 

 

 

国の「令和３年度補正予算（第１号）」が成立したことに伴い、令和３年度普通交付税

が増額され追加交付されることになりました。 

 

 

１ 岐阜県市町村分の追加交付額 

 

県市町村分計 ・・・ １５,１５８百万円 

（内訳） 

市 計 ・・・ １２,３９５百万円（海津市 ２５３百万円） 

町村計 ・・・  ２,７６４百万円 

※端数調整（四捨五入）により、県計とは一致しません。 

 

２ 追加交付の概要について 

 

（１）令和３年度に限り、基準財政需要額の費目に「臨時経済対策債費」が創設される

とともに普通交付税の調整額(※)が復活します。 

（２）令和３年度に限り、「臨時財政対策債償還基金費」が創設されることとなりま

す。 

(※)普通交付税額の算定上、各地方公共団体の財源不足合算額が普通交付税の総額を

超える場合は、財源不足合算額を普通交付税の総額に合わせることとされています。

この総額に合わせるために減額した額を調整額といいます。今回の補正予算により交

付税総額が増加することを受けて、調整額の復活が行われ、普通交付税の増額分が追

加交付されるものです。 

 

３ 海津市の交付決定額と基準財政需要額 

 

 令和３年度の追加交付を受けて、普通交付税決定額は、５，０５３，２８３千円（再

算定後）となり再算定前よりも、２５２，８１２千円、５．３％増となりました。また

基準財政需要額については、「臨時経済対策債費」、「臨時財政対策債償還基金費」が創

設されたことにより、９，１３９，３８５千円（再算定後）となり再算定前よりも、２

４６，６７９千円、２．８％増となりました。 

 なお、基準財政収入額については、４，０８６，１０２千円で変更はありませんでし

た。 
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再　算　定 当　初　算　定 差　　　引

（Ａ）　　 千円 （Ｂ）     千円 (A)-(B) （Ｃ） 千円

5,053,283 4,806,604 246,679

5,053,283 4,800,471 252,812普通交付税額

84,845
臨 時 経 済 対 策 費

84,845
(f)

臨 時 財 政 対 策
債 償 還 基 金 費 161,834 0 161,834

(g)

0
(e)

0
(c)

0
(d)

地 域 社 会 再 生
事 業 費

0

590,634

0

0

246,679

936,549

8,892,706

4,086,102

基
 
準
 
財
 
政
 
需
 
要
 
額
 
総
 
括
 
表

区分 摘　　　要

163,866
基
 
 
準
 
 
財
 
 
政
 
 
需
 
 
要
 
 
額

個 別 算 定 経 費

臨 時 財 政 対 策
債 振 替 相 当 額

(h)

0

9,139,385

9,139,385

(a)+(b)+(c)+(d)+(e)+(f)
+(g)+(h)+(i)-(j)

（エ）＋（オ）

（カ）
4,086,102

（(b)、(c)、(d)、(e)、(f)、(g)
及び(h)を除く)

(i)

(a)

地 域 の 元 気
創 造 事 業 費 135,965

163,866

人 口 減 少 等 特
別 対 策 事 業 費 183,722

包 括 算 定 経 費

基
準
財
政
収
入
額

（エ）

（オ）

錯 誤 措 置 額

（ア）＋（イ）

錯 誤 措 置 額

183,722

1,313,471 1,313,471

590,634

（イ）

8,892,706

936,549

公　 債　 費

計　　（ア）

52,865

135,965 0

基 準 財 政 収
入 額 総 括 表

（ウ）

246,679

0

(b)

(j)

普　通　交　付　税　総　括　表 （再 算 定）
令　和　３　年　度

交 付 基 準 額

（ウ）－（カ）

6,696,902 6,696,902 0

地 域 デ ジ タ ル
社 会 推 進 費 52,865


